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地方公務員等共済組合法の一部を改正する法律（平成２３年法律第５６号） （抄）  

 

附 則 

（高額所得による旧退職年金の支給停止） 

第四条 平成二十三年九月分以後の月分の旧退職年金については、附則第二条の規定によ

りなお従前の例によることとされる旧法第百六十四条の二の規定は、適用しない。 

２ 平成二十三年九月分以後の月分の旧退職年金については、これを受ける者の旧退職年

金の年額と前年における所得金額（旧退職年金並びに地方自治法（昭和二十二年法律第

六十七号）第二百三条に規定する議員報酬、費用弁償及び期末手当並びに同法第二百三

条の二に規定する報酬及び費用弁償に係る所得のうち当該旧退職年金の基礎となった在

職期間に係るものの金額を除く。）との合計額が七百万円を超える場合は、当該合計額か

ら七百万円を控除して得た額に二分の一を乗じて得た金額（以下この項において「支給

停止額」という。）に相当する金額の支給を停止する。ただし、支給停止額が当該旧退職

年金の年額を超える場合には、その支給を停止する金額は、当該旧退職年金の年額に相

当する金額を限度とする。 

３ 前項に規定する前年における所得金額の計算については、地方税法（昭和二十五年法

律第二百二十六号）第三百十四条の三第二項に規定する課税総所得金額の計算に関する

同法の規定の例による。 

４ 前項に定めるもののほか、第二項の規定による旧退職年金の支給の停止に関し必要な

事項は、政令で定める。 

（秘密保持義務） 

第二十四条 存続共済会の役員若しくは存続共済会の事務に従事する者又はこれらの者で

あった者は、存続共済会の事業に関して職務上知り得た秘密を正当な理由がなく漏らし

てはならない。 

（年金受給者の書類の提出等） 

第二十六条 存続共済会は、年金である給付に関する処分に関し必要があると認めるとき

は、その支給を受ける者に対し、収入の状況に関する書類その他の物件の提出を求める

ことができる。 

２ 存続共済会は、前項の要求をした場合において、正当な理由がなくてこれに応じない

者があるときは、その者に対しては、これに応ずるまでの間、年金である給付の支払を

差し止めることができる。 

（資料の提供） 

第二十七条 存続共済会は、年金である給付に関する処分に関し必要があると認めるとき

は、その支給を受ける者の収入の状況につき、官公署に対し必要な資料の提供を求め、

又はその者の雇用主、取引先その他の関係人に報告を求めることができる。 

（罰則） 

第二十八条 附則第二十四条の規定に違反して秘密を漏らした者は、一年以下の懲役又は

百万円以下の罰金に処する。 




